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  本号の主なニュース 

１．工業会会長・連合会理事長の年頭所感 

２．工業会及び連合会臨時総会を開催 

３．繊産連 年次総会を開催 

４．繊維関連予算案について 

５．絹・合繊織物の展示会開催等助成事業の公募 

６．絹・合繊織物の海外展示会(ミラノ・ウニカ)出展支援事業の公募 

 
 

◇  工業会会長・連合会理事長の年頭所感 ◇ 

 

年  頭  所  感 

 

 

一般社団法人日本絹人繊織物工業会  

会 長  渡   邉   隆   夫 

 

新年あけましておめでとうございます。 

清々しい初春をお健やかに迎えられましたこと、心からお祝い申し上げます。 

日本経済は、堅調な世界経済を背景とする輸出・生産の回復などで企業収益は改善して

おります。しかしながら、「戦後第２位の長期回復」であるにも関わらず、成長ペースが

穏やかで、長い踊り場を挟んでいることから、回復の実感に乏しいとの声が多いのも事実

であります。 

一方で、繊維産業を取り巻く事業環境は依然として厳しく、生産、消費、貿易等多くの

指標はリーマンショック前の水準を大きく下回っておりますが、国内外の動きをチャンス

として活かすべく、日本の繊維産業の技術力、意匠力を発揮できる製品をマーケットに訴

http://www.kinujinsen.com/


 ２ 

求し、日本素材の価値を共有しながら、新しい価値の創造を推し進めていく必要がありま

す。 

絹織物、特に和装業界においては、産地が疲弊しており「産地の消滅」と直面しており

ます。 

和装業界については、従来より、長期の手形や「歩引き」に象徴されるような前近代的

な取引慣行や、「高売り」、「値引販売」、「圧迫販売」とも言われるような不透明な販

売手法等が指摘されており、常識を逸脱しているとの厳しい指摘もありました。こうした

旧態依然とした商慣行の問題については、消費者の不信感や「きもの離れ」をもたらして

いる一因とも指摘されております。 

経済産業省では和装振興に取り組むべく和装業界の商慣行に着目し、平成２７年１１月

に和装振興協議会を立ち上げ、平成２９年５月に「和装業界の商慣行に関する指針」（１

７項目）が公表されました。和装の持続的発展を図るためには、川上・川中・川下の各事

業者が適切に機能を発揮し、サプライチェーン全体にわたる適切な取引の確保と付加価値

の向上を図るとともに、自らの目先の利益にとらわれるのではなく、消費者本位の商品・

サービスを提供し、消費者との継続的な信頼関係を構築することが不可欠であり、和装業

界が自主的に実施することが望ましいとされております。 

当会も、全面的に賛同しており、産地組合でも取り組みへの議決、取引先への申入れ、

契約書の統一化など具体的な取り組みが始まっております。 

当会といたしましては、展示会、新商品開発、新市場の創出、人材育成など産地組合が

行う積極的な各種事業に対して、今後も支援してまいりますので、会員の皆様におかれま

しては引き続き会の運営にご協力を賜りますようお願い申し上げ、年頭のご挨拶といたし

ます。  

 

 

年  頭  所  感 

 

 

日本絹人繊織物工業組合連合会  

理事長  荒  井  由  泰  

 

 

新年明けましておめでとうございます。平成３０年の新春を迎え、謹んでお慶びを申し

上げます。  

日本経済は、堅調な世界経済を背景とする輸出・生産の回復などで企業収益は改善して

おります。しかしながら、「戦後第２位の長期回復」であるにも関わらず、成長ペースが

穏やかで、長い踊り場を挟んでいることから、回復の実感に乏しいとの声が多いのも事実
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であります。 

一方で、繊維産業を取り巻く事業環境は依然として厳しく、生産、消費、貿易等多くの

指標はリーマンショック前の水準を大きく下回っておりますが、国内外の動きをチャンス

として活かすべく、日本の繊維産業の技術力、意匠力を発揮できる製品をマーケットに訴

求し、日本素材の価値を共有しながら、新しい価値の創造を推し進めていく必要がありま

す。 

このような環境下、政府に対してＴＰＰ１１の早期発効に向けた努力を求めるとともに、日

ＥＵ、ＥＰＡ、日中韓ＦＴＡ、ＲＣＥＰなどの広域経済連携に対しても早期の合意を求めておりま

す。また、海外から日本への観光客が３千万人に近づき、インバウンド需要に続いて、越

境ＥＣビジネスが急速に台頭してきており、日本製を見直し、国内外に積極的に日本製の良

さをＰＲして、消費者の本物志向に応えようとする動きが広まっております。 

今後も時代の変化に合わせて、多様化する消費者の高度な要求に応えるとともに、幅広

い分野からの要求に応じる形で裾野を拡大させる必要があります。また、人工知能（ＡＩ）

やロボットが産業を大きく変革しようとしている「第４次産業革命」が大きく取り上げら

れており、新たなビジネスモデルの可能性を検証していく必要があります。 

当会が出展支援を継続しているＪＡＰＡＮ ＣＲＥＡＴＩＯＮへの参加者は一昨年に続いて昨年

も最多となり、Ｍｉｌａｎｏ Ｕｎｉｃａへの出展支援にも多数の企業の参加があり、ものづくり企業

にとって重要な販路開拓、新市場の創出といった課題克服に向けて進んでおります。この

ようにして、日本が世界トップの高い技術力を有する高性能・高機能繊維の特性、織物技

術を活かした、グローバル化への対応、新商品開発、販路開拓、新市場の創出、人材育成

等の取り組みに対して引き続き支援を続けてまいります。 

多様化する繊維産地のニーズにお応えするために、今後も全力で諸問題解決に取り組む

所存でありますので、会員各位の絶大なるご支援ご協力を心からお願い申し上げ新年のご

挨拶といたします。 

 

 

◇  工業会及び連合会臨時総会を開催 ◇ 

 

工業会第１６４回（臨時）総会及び連合会第１６１回（臨時）総会は、１月１２日（金）

ホテルグランドパレスにおいて開催され、工業会及び連合会の平成３０年度予算案及び平

成３０年度事業計画並びに収支予算案等が承認された。 

また、平成３０年３月８日（木）に工業会評議員会・理事会及び連合会・理事会を開催

し「日絹の今後の運営方針について」審議することとなった。 

総会終了後には「新年懇談会」が行われ、経済産業省から土田審議官、杉山生活製品課

長他が出席され、国の政策方針や繊維産業を取り巻く事業環境等の紹介があり、産地組合

の方々との情報交換や活発な意見交換が行われた。 
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◇ 日本繊維産業連盟が年次総会を開催 ◇ 
 

 

日本繊維産業連盟は、１月１６日（火）に年次総会を開き２０１８年の活動方針を決定

した。  

冒頭のあいさつで鎌原会長は「世界経済は回復基調にあり、世界の実質ＧＤＰは前年比＋

３％程度の成長を続けています。米国トランプ政権の通商政策や北朝鮮情勢、中東情勢な

ど、政治・地政学リスクには注意が必要ですが、世界経済は今後も堅調な拡大が続くと見

られます。 

日本経済においても、堅調な世界経済を背景とする輸出・生産の回復などで企業収益は

改善しています。足下では、株価や身近なデータなど、様々な記録の更新が散見されます。

しかしながら、「戦後第２位の成長回復」であるにも関わらず、成長ペースが穏やかで、

長い踊り場を挟んでいることなど、回復の実感に乏しいとの声が多いのも事実です。 

このような環境下ではありますが、昨年は通商面で広域経済連携の交渉が進み、また、

海外から日本への観光客が３千万人に近づき、インバウンド需要に続いて、越境ＥＣビジネ

スが急速に台頭してきており、日本製を見直し、国内外に積極的に日本製の良さをＰＲして、

消費者の本物志向に応えようとする動きが広まっています。 

繊維産業としましても、今、申し上げたチャンスを活かすべく、日本の繊維産業の技術

力、意匠力を発揮できる製品をしっかりマーケットに訴求し、業界全体で日本素材の価値

を共有しながら、新しい価値の創造を推し進めていかなければいけないと思っています。 

経済のグローバル化と急速に進むデジタル化は、多くの産業分野において従来のビジネ

スモデルを変革しつつあります。繊維産業においても、従来からの分業体制の中、様々に

「つながり」を構築していくコネクテッド・インダストリーズが、新しい価値創造のキー

ワードになるのではないかと考えています。」と発言された。 

年次総会においては、２０１７年の活動報告が行われると共に２０１８年の活動方針が

決定された。 

２０１８年の活動方針は、①通商問題への積極的な対応と貿易拡大：ＥＵとのＥＰＡとＴＰ

Ｐ１１の早期発効に向けて政府に働きかける ②製品安全問題・環境問題への取り組み：ア

パレル業界に関わるＳＡＣや、有害化学物質排出ゼロを目指す国際企業グループのＺＤＨＣな

どの世界の動向も把握し、会員企業に提供する ③情報発信力・ブランド力強化、④繊維産

業の構造改革の推進:取引慣行の見直しと整備を進める繊維ファッションＳＣＭ推進協議会

の活動を支援、繊維産業の自主行動計画の実行に努める ⑤コネクテッド・インダストリー

ズの推進による新たな付加価値の創造:「つながることで課題解決や新たな付加価値を創

出する」というコンセプトに基づいて活動する ⑥人材の確保と育成：サプライチェーン全

体で多様な働き方の実現、長時間労働の是正、女性の活躍、生産性の向上と競争力の強化

も目的とした「働き方改革」を進める ⑦税制問題：円滑な事業承継に向けて対策を政府に
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求める等で構成されている。 

 

 

◇ 繊維関連予算案について ◇ 

 

１．Connected Industries による社会課題の解決・競争力強化 

～第４次産業革命を契機とした生産性革命～ 

世界経済は、デジタル化により産業構造が大きく変化。我が国においても、産業や組織を

超えて、競争力の源泉たるデータを利活用する基盤を整え、生産性向上、ビジネスモデル

の変革等を促す。「Connected Industries(※）」を実現することにより、高齢化、人口減少、

エネルギー制約等社会問題を解決し、競争力強化を図る。併せて、リスク要因となるサイ

バーセキュリティ対策を進めつつ、変革の基盤となる技術開発や人材の発掘育成を進める。 

※Connected Industries とは、データを介して、企業、消費者などが連携して新たな付加価値を生み

出す産業のあり方 

■Connected Industries の実現 

＜協調領域におけるデータ連係＞ 

○ＩｏＴを活用した社会インフラ等の高度化推進事業【エネ特】１５．０億円（１５．０ 億円） 

○ＩｏＴ推進のための新産業モデル創出基盤整備事業【一般】１０．４ 億円（８．４ 億円） 

○ＩｏＴを活用した新市場創出促進事業                          【補正】３．０ 億円 

－ＩｏＴ・ビッグデータ・人工知能の活用による新たな社会の実現に向けた実証を行う。具体的には、

あらゆる電化製品がつながり、エネルギー使用を最適化するスマートホーム、水道インフラの維

持・管理においてＩｏＴを活用した効率的なメンテナンスシステム、熟練作業員が持つノウハウをビ

ッグデータ化し、製油所の安定的かつ効率的な運用システムなどの実現に向けた実証を行う。 

 

○AI システム共同開発支援事業                              【補正】２４．０億円 

－リアルデータを持つ大手・中堅企業と AI ベンチャーとの連携において、グローバル展開を見据え

たＡＩシステムの共同開発を支援する。 

 

○産業データ共有促進事業                                  【補正】１８．０億円 

－Connected Industries 重点分野における協調領域の産業データのさらなる活用（共有・共用）を

行う取組に対して、その基盤となるデータ標準・互換性、API 連携等を検証するフィージビリテ

ィ・スタディを実施する。 

 

○グローバル・ベンチャー・エコシステム加速化事業          【補正】３６．３億円 
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－Startup Japan（仮称）を今年度中に開始し、①グローバルに勝てるベンチャー企業を選定して集

中支援を行うとともに、②量産化に向けた設計・試作の試行錯誤ができる場の提供や、③海外展

開支援を行う。また、④海外ベンチャーの国内への呼び込みを強化する。 

 

＜データの標準化獲得＞ 

○省エネルギー等に関する国際標準の獲得・普及促進事業委託費【エネ特】２７．０億円  

（２２．０億円） 

○戦略的国際標準化加速事業                      【一般】２３．４億円（１５．０億円） 

－モノやサービスをつなぐための異業種間連携等が必要な分野や、先端技術に関するルールの整備

に必要となる分野等について、関連技術情報や実証データの収集、国際標準原案の開発・提案等

を行う。また、新規分野の国際標準化戦略に係る調査研究、標準化の戦略的活用に係る啓発・情

報提供、次世代標準化人材の育成等を行う。 

 

＜デジタル･ガバメントの推進＞ 

○経済産業省デジタルプラットフォーム構築事業 

【一般・エネ特】３９．７億円（５．０億円）【補正】３．０億円 

－中小企業やベンチャー企業等が主に活用する経済産業省の主要行政手続の簡素化・デジタル化に

取り組むことなどにより、デジタルガバメントへの変革を進め、事業者の意思決定の迅速化、生

産性向上、新たな価値創造を図り、産業競争力の強化の実現を目指す。 

 

■ベンチャー育成に向けた取組 

○研究開発型スタートアップ支援事業              【一般】１７．０億円（１５．０億円） 

－研究開発型のスタートアップ創出・発展のため、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構が認定したベンチャーキャピタル等から出資・ハンズオン支援を受けるスタートアップ

が取り組む実用化開発を支援するとともに、スタートアップが事業会社と連携して行う共同研究

等を支援する。 

 

○中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業               【一般】３．０億円（新規） 

－中堅・中小企業等は、大企業が参入しないようなニッチマーケットなどにおいてもリスクを取り

つつ、機動的に事業化を図るなど、イノベーションの創出への貢献が期待されている。他方、中

堅・中小企業等は特定の優れた技術を有していても、事業化を目指すためにはそれのみでは不十

分なことがあるため、優れた基盤技術等を有する研究機関がその技術を中堅・中小企業等に橋渡

しすることにより、技術の実用化を促進する。 

 

○グローバル・ベンチャー・エコシステム加速化事業【再掲】 
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２．中小企業等における「生産性革命」の実現 

人手不足に悩む中小企業・小規模事業者等において生産性革命を実現するため、設備や人

材への投資を力強く促進するとともに、事業承継前後のシームレスなきめ細かい支援、地

域中核企業と中小企業の研究開発等の連携支援、金融支援、下請対策、海外展開支援、商

店街振興等をしっかり進めていく。 

 

■中小企業・小規模事業者の抜本的な生産性向上 

○ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業      【補正】１,０００．０億円 

－第４次産業革命への対応も視野に、専門家の指導・支援の活用を含め、革新的サービス開発・試

作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等を補助。 

 

○サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業            【補正】５００．０億円 

－生産性向上効果の高いＩＴツールを「見える化」しつつ、中小企業のバックオフィス業務の効率化

や売上向上に資するＩＴツール（クラウド型サービス等）の導入を支援。 

 

○地域における中小企業の生産性向上のための共同基盤事業    【補正】１０．０億円 

－地域の中小企業の共同利用が見込まれるＩｏＴ等の先端設備の導入とともに講習会など利用支援を

行う公設試等を支援。さらに、地域未来投資促進法に基づく連携支援計画がある場合は優先的に

支援。 

 

○中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業          【補正】４．０億円 

－受注から入金までの決済業務等についてＩＴを用いて効率化する実証を行い、全国の中小企業に普

及するための体制を整備する。 

 

■事業承継・再編・統合による新陳代謝の促進 

○中小企業再生支援・事業引継ぎ支援事業      【一般】６８．８億円（６１．１億円） 

－「中小企業再生支援協議会」において、財務上の問題解決のための事業再生に向けた支援及び円

滑な債務整理に向けた支援を実施。また、事業承継の促進・円滑化を図るため、「事業引継ぎ支援

センター」による助言、情報提供、マッチング支援等をワンストップで実施。さらに、創業希望

者と後継者不在事業主等とのマッチングも実施。 

 

○事業承継・世代交代集中支援事業               【補正】５０．０億円 

－後継者難による廃業リスクの高い事業者に対し、プッシュ型の事業承継支援を行うとともに、経

営者の世代交代等をきっかけに経営革新・事業転換を図る中小企業の設備投資等を支援。 
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■地域中核企業・中小企業の連携支援 

○地域中核企業・中小企業等連携支援事業    【一般】１６１．５億円（１５５．０億円） 

－中小ものづくり高度化法の計画認定または地域未来投資促進法の計画承認を受けた中小企業が、

大学・公設試等と連携して行う研究開発、試作品開発及び販路開拓等を補助。また、中小企業等

経営強化法による新連携計画認定を受けた中小企業が行う新たなサービスモデル開発等を補助。

さらに、地域未来投資促進法の承認事業に対する設備導入を補助するとともに、国際市場に通用

する事業化等に精通した専門家らを通じて、地域中核企業等による新事業のための体制整備から、

事業化戦略の立案、販路開拓まで、事業段階に応じた支援を行う。 

 

■小規模事業者対策、人材確保、金融支援、下請対策 

○小規模事業者対策推進事業            【一般】４９．４億円（４９．４億円） 

－商工会・商工会議所等の支援体制の確保や、地域資源を活用した地域経済活性化等の取組を支援

する。また、商工会・商工会議所が「経営発達支援計画」に基づいて実施する、伴走型の小規模

事業者支援を推進する。 

 

○小規模事業者経営改善資金融資事業(マル経融資等) 【一般】４２．５億円（４２．５億円） 

－商工会・商工会議所等の経営指導員が経営指導を行うことを条件に、日本政策金融公庫が小規模

事業者に対し、無担保・無保証人・低利で融資を実施する。また、「経営発達支援計画」の認定を

受けた商工会・商工会議所の経営指導を受ける小規模事業者に対し、同公庫が低利融資を実施す

る。 

 

○小規模事業者支援パッケージ事業              【補正】１２０．０億円 

－小規模事業者が商工会・商工会議所と一体となって取り組む販路開拓、生産性向上等の取組を支

援。なお、事業承継に積極的に取り組む事業者による取組は重点的に支援。 

 

○中小企業・小規模事業者人材対策事業       【一般】１８．５億円（１６．７億円） 

－全国各地で中小企業への人材マッチングイベントやセミナーを開催し、好事例の横展開を図るな

ど、多様な人材（女性、高齢者、ミドル人材、外国人）の発掘、確保、定着の一括支援を行う。

加えて、スマートものづくり応援隊（生産現場の工程改善や ＩｏＴ・ロボット導入に知見を有する

専門家）の人材育成・中小企業への派遣を通じて、生産性向上を促進する。 

 

○中小企業信用補完制度関連補助・出資事業   【一般】６１．０億円（５５．０億円） 

－経営状況が悪化している中小企業者の借入に対して信用保証協会を通じて保証を行うとともに、

債務不履行時の協会の損失の一部を補填することで、中小企業者等の資金繰りの円滑化を図る。

また、経営改善・生産性向上に取り組む中小企業者等に対し、協会が地域金融機関と連携して経

営支援を実施。 
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○日本政策金融公庫補給金           【一般】１６５．１億円（１６１．３億円） 

－日本政策金融公庫に対して、基準利率と特別利率の利率差及び金利引下げ分について、財政措置

を行うことで、創業や新事業の展開、事業承継などの重点政策課題に取り組む中小企業や、社会

的・経済的環境の変化等の影響を受けている中小企業の資金繰りの円滑化を図る。 

 

○認定支援機関による経営改善計画策定支援事業        【補正】３０．０億円 

－中小企業者が認定支援機関の助力を得て行う、金融支援を含む本格的な経営改善計画の策定や、

資金繰り管理・採算管理など早期段階における経営改善計画の策定について、引き続き支援を実

施。 

 

○生産性向上に向けた経営力強化・設備投資支援【補正】５０．０億円※うち財務省計上５億円  

－中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画の認定を受けた中小企業者が、認定計画に基づい

て、生産性向上のために行う設備投資に対して、引き続き、日本政策金融公庫による低利融資を

実施。 

 

○日本政策金融公庫(国民生活事業)による創業支援  【補正】５２．０億円 ※財務省計上 

－生産性向上を促進するため、創業期の中小企業・小規模事業者に対し、日本政策金融公庫による

創業支援を実施。 

 

○中小企業取引対策事業              【一般】１３．９億円（１３．９億円） 

－下請事業者による連携を促進するなど中小企業・小規模事業者の振興を図るとともに、下請取引

に関する相談の受付や、下請代金支払遅延等防止法の周知徹底・厳正な運用、官公需情報の提供

等、取引の適正化を図る。 

 

■中堅・中小企業の海外展開／地域へのインバウンド拡大 

○（独）日本貿易振興機構運営費交付金     【一般】２３９．３億円（２３９．２億円） 

－「新輸出大国コンソーシアム」の枠組みの活用や、海外見本市への出展支援、ミッション派遣、

商談会を開催。農林水産物・食品輸出の専門機関「ＪＦＯＯＤＯ」による海外市場調査、プロモーシ

ョン等を実施。地域への外国企業の投資を促進。 

 

○地域・まちなか商業活性化支援事業        【一般】１６．３億円（１７．８億円） 

－商店街の類型に応じた全国のモデルとなる新たな取組や、コンパクトシティ化に取り組む意欲あ

る地域（中心市街地）における、波及効果の高い複合商業施設等の整備を支援する。 

 

○グローバル企業展開・イノベーション促進事業        【補正】４０．１億円 
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－日ＥＵ・ＥＰＡ等の発効を見据え、新輸出大国コンソーシアム」のＥＵ向け体制や農林水産物・食品

輸出プロモーション体制の強化等により、中堅・中小企業等のグローバル展開を支援。 

 

○インバウンド型クールジャパン推進事業                       【補正】５８．５億円 

－地域文化資源を活用した商店街等の取組やキッズウィーク等によるインバウンド観光消費の増

進、クリエイターを中心としたコンテンツ海外展開支援、２０２５年国際博覧会の大阪・関西へ

の誘致に向けたプロモーション等。 

 

３．資源・エネルギー政策の着実な実施 

エネルギー基本計画における２０３０年目標を達成するため、省エネルギーの徹底やエ

ネルギー使用の最適化を図るとともに低炭素エネルギーを最大限導入。同時に省エネ技術

等を海外展開。また、エネルギーセキュリティを強化するため国内外での資源確保等を推

進する。 

■エネルギー使用の最適化 

＜住宅・工場＞ 

○省エネルギー投資促進に向けた支援補助金   【エネ特】６００．４億円（６７２．６億円） 

－工場・事業場、住宅、ビルにおける省エネ関連投資を促進することで、エネルギー消費効率の改

善を促す。具体的には、①工場・事業場単位、設備単位での省エネ設備への入替（複数事業者が

連携した取組についても支援）、②住宅におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の導

入（現行のＺＥＨより更に省エネを深堀りするとともに、設備のより効率的な運用等により太陽光

発電等の自家消費率拡大を目指したＺＥＨ＋の導入等）、③ビルにおけるネット・ゼロ・エネルギ

ー・ビル（ＺＥＢ）の実証、④既存住宅における次世代省エネ建材（工期短縮が可能な高性能断熱

建材等）の導入、を支援する。 

 

○省エネルギー設備の導入・運用改善による中小企業等の生産性革命促進事業         

【補正】７８．０億円 

－エネルギー使用量の「見える化」の機能を有する省エネ性能の高い設備の導入を支援するととも

に、設備を導入した事業者へ省エネを推進する専門家を派遣し、省エネ設備等の運用改善による

エネルギーの効率的利用を促進する。 

 

○中小企業等に対する省エネルギー診断事業費補助金【エネ特】１２．０億円（１０．０億円） 

－中小企業等に対し、省エネポテンシャルの診断を無料で実施するとともに、診断事業で得られた

事例や省エネ技術・情報等を様々な媒体を通じて情報発信する。また、省エネの相談にきめ細か

く対応できる「省エネルギー相談地域プラットフォーム」を全国に構築するとともに、省エネル

ギー相談地域プラットフォームを中核とした省エネ取組の支援を行う地域の窓口を「全国省エネ

推進ネットワーク」としてポータルサイトに公開し、省エネに関する有益な情報発信等を行う。 
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◇ 絹・合繊織物の展示会開催等助成事業の公募 ◇ 

 

 

平成３０年度 絹・合繊織物の展示会開催等助成事業の公募を下記のとおり実施します。 

 

                  記 

 

１．公募期間 

  平成３０年２月１日（木）～ 平成３０年２月９日（金） 

 

２．公募方法 

  平成３０年２月１日（木）にホームページ掲載 

 

３．事業の目的 

日本独自の絹織物や高機能性を有する合繊織物の特性を広く国民にＰＲするとともに、

新たな用途開発の促進により国民生活の向上に寄与するため、絹・合繊織物製造業者が

行う展示会開催、新商品開発、情報発信事業への助成を行う。 

４．助成対象者 

補助対象者が、次の（１）から（４）のいずれかに該当する者であること。（複数の補

助事業者が連携して事業を実施することも可能ですが、代表となる者が取りまとめて申

請してください。） 

（１）中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に規定する事業協同組合、事

業協同小組合又は協同組合連合会 

（２）中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に規定する商工組

合又は商工組合連合会 

（３）（１）又は（２）以外の、法律に規定する組合又は組合連合会であって、地域中小企

業の振興を図る事業の実施主体として適当と認められるもの。 

（４）上記（１）から（３）に該当する者又は中小企業者（注 1）を主とする４者以上の連

携体であって、１者以上は絹・合繊織物の製造事業者で上記の（１）から（３）に該

当する者の推薦を受けているもの。ただし、助成金を受ける者は代表者であるため、

代表者が支出する経費についてのみ助成金の対象になります。 

（注１）中小企業者とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定

する中小企業者をいいます。 

 

５．助成の内容 

（１）原則１/２補助 
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（２）助成対象経費は、本会が定める対象経費として明確に区分できるもので、かつ証拠

書類によって金額等が確認できるもの（いつでも提示可能なもの）。   

なお、人件費（組合職員）、事務所等に係る家賃、光熱費、電話料金等、社会通念

上不適切と認められる経費は対象となりません。 

 

６．対象事業 

絹・合繊織物の普及に繋がる下記の事業とする。 

① 新商品の開発（試作品・製品化・実用化）・普及 

② 展示会（国内外）の開催・販路開拓・直販体制の構築 

③ 広告・宣伝（消費者ＰＲ） 

④ その他（絹・合繊織物の普及に繋がる事業） 

 

７．申請手続き 

平成３０年２月１日（木）～ 平成３０年２月９日（金）１７時まで（必着） 

 

【公募申請書（事業計画書）の提出先及び問合わせ先】 

〒102-0073 東京都千代田区九段北 1-15-12 

一般社団法人 日本絹人繊織物工業会 担当 松尾 

TEL 03-3262-4101  FAX 03-3262-4270 

 

 

◇ 絹・合繊織物の海外展示会(ミラノ・ウニカ)出展支援事業の公募 ◇ 

 

１．事業の目的 

  本事業は、日本独自の絹織物や高機能性を有する合繊織物を海外にアピールするため

の支援として、下記展示会への出展支援事業の公募を行います。 

 

２．展示会名 

・「The Japan Observatory」 at MU ２０１９ AW  

   会期：２０１８年（平成３０年）７月１０日（火）～１２日（木） 

   会場：イタリア ミラノ市「Ｒｈｏ Ｆｉｅｒａｍｉｌａｎｏ（ロー・フィエラ・ミラノ）」 

 

３．出展対象者 

  出展対象者は、日本の絹織物・化合繊（長）織物の製造者を構成員とする団体（組合）

及びこれらの団体（組合）から推薦された事業者。 
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４．公募期間 

  平成３０年２月１日（木）～平成３０年２月１５日（木） １７時まで（必着） 

 

５．公募資料（公募要領、申請書等） 

  資料等詳細は、公募期間中の本会ホームページより入手してください。 

  

  【公募申請書（事業計画書）の提出先及び問合わせ先】 

   〒102-0073 東京都千代田区九段北 1-15-12 

    一般社団法人 日本絹人繊織物工業会 担当 大森 

     TEL 03-3262-4101 FAX 03-3262-4270 

 

 

◇ 「資金調達ナビ」最新の支援情報（全国版） ◇ 

 

中小機構では、Ｊ-Ｎｅｔ２１スタッフが全国の省庁や都道府県庁、支援センターなどの

公的機関のサイトに発表されているＷＥＢ情報を収集し、リンク情報として紹介して

います。資金制度、募集中の資金情報を資金調達の目的、方法、都道府県別に検索で

きますので実施されている事業にあわせて情報を入手することが出来ます。 

中小機構ホームページ http://j-net21.smrj.go.jp/snavi/support 

(日絹ホームページからもリンクしていますので御利用下さい) 

 

（公募中案件） 

2018/01/12掲載 

中小企業活路開拓調査・実現化事業（全国中小企業団体中央会） 

環境変化等に対応するため、単独では解決困難な諸テーマ（新たな活路開拓・付加価値の

創造、既存事業分野の活力向上・新陳代謝、取引力の強化、情報化の促進、技術・技能の

継承、海外展開戦略、各種リスク対策等）について、中小企業連携グループが改善・解決

を目指すプロジェクトを支援します。第１次締切は１月１０日（水）～２月９日（金）、第

２次締切は２月１３日（火）～４月９日（月）、第３次締切は４月１０日（火）～６月４日

（月）です。 

・実施期間：2018/01/10 － 2018/06/04 

 

2018/01/10掲載 

伝統的工芸品産業支援補助金（経済産業省） 

http://www.chuokai.or.jp/hotinfo/30katsuro-project.html
http://www.meti.go.jp/information/publicoffer/kobo/k180109001.html


 １４ 

「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」の規定に基づき経済産業大臣が指定した工芸品

の組合、団体及び事業者等が実施する事業の一部を国が補助することにより、伝統的工芸

品産業の振興を図ることを目的としています。 

・実施期間：2018/01/09 － 2018/02/16 

 

2018/01/09掲載 

軽減税率対策補助金（中小企業・小規模事業者等消費税軽減税率対策補助金） 

（中小企業庁） 

消費税軽減税率制度（複数税率）への対応が必要となる中小企業・小規模事業者の方々が、

複数税率対応レジの導入や、受発注システムの改修などを行うにあたって、その経費の一

部を補助する制度です。申請受付期限を２０１９年１２月１６日まで延長します。 

・実施期間： － 2019/12/16 

 

2017/12/28掲載 

中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金（業務改善助成金）（厚生労働省） 

中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援し、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低

賃金）の引上げを図るための制度です。生産性向上のための設備投資（機械設備、ＰＯＳシ

ステム等の導入）などを行い、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げた場合、その設備

投資などにかかった費用の一部を助成します。 

 

2017/12/28掲載 

中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金（業種別中小企業団体助成金） 

（厚生労働省） 

最低賃金引上げにより大きな影響を受ける業種の全国規模の事業主団体又は都道府県規

模の事業主団体が、業界として賃金底上げを図るため、生産性向上のための取組、販路拡

大のための市場調査、価格転嫁への理解促進のための取組等を行う場合に、その経費を助

成することにより、当該業種における賃金の早期の底上げを図る環境を整備することを目

的とします。 

2017/12/28掲載 

中小企業退職金共済制度に係る掛金月額変更掛金助成（厚生労働省） 

中小企業退職金共済制度の掛金を増額する事業主に対する国の助成制度です。 

 

2017/12/28掲載 

中小企業退職金共済制度に係る新規加入掛金助成（厚生労働省） 

新しく中小企業退職金共済制度に加入する事業主に対する国の助成制度です。 

 

http://kzt-hojo.jp/
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/02.html
http://www2.mhlw.go.jp/topics/seido/rousei/chutaikyo/chutaikyo_02.htm
http://www2.mhlw.go.jp/topics/seido/rousei/chutaikyo/chutaikyo_02.htm
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2017/12/28掲載 

受動喫煙防止対策助成金（厚生労働省） 

中小企業事業主による受動喫煙防止のための施設設備の整備に対し助成することにより、

事業場における受動喫煙防止対策を推進することを目的としています。 

 

2017/12/28掲載 

地域間交流支援（ＲＩＴ）事前調査事業（ジェトロ） 

２０１８年度新規案件募集を開始します。２０１８年度ＲＩＴ事前調査事業について新規案

件募集を行います。ＲＩＴ事前調査事業では、ビジネス交流に必要となる情報の収集や、交

流先となる団体等の調査を実施することができます。それらの調査に基づき、海外実施主

体（海外側交流先）を選定するほか、中長期的なビジネス交流計画を具体的に立案し、ＲＩ

Ｔ本体事業を実施するための準備を目的としています。 

 

2017/12/28掲載 

地域間交流支援（ＲＩＴ）事業（ジェトロ） 

地域間交流支援事業（Ｒｅｇｉｏｎａｌ Ｉｎｄｕｓｔｒｙ Ｔｉｅ－Ｕｐ Ｐｒｏｇｒａｍ：ＲＩＴ事業）では、ジェトロ

の持つ海外情報・ネットワークを駆使し、日本各地の産業集積地の方々とともに海外地域

との産業交流活動を行い、両地域・企業間の新規市場開拓、共同開発イノベーション等の

推進を図り、地域経済の活性化の一端を担うことを目指します。２０１８年度新規案件募

集を開始します。 

 

2017/12/28掲載 

雇用促進税制（厚生労働省） 

適用年度中に雇用者数を５人以上（中小企業等は２人以上）かつ１０％以上増加させるな

ど一定の要件を満たした事業主が、法人税（個人事業主の場合は所得税）の税額控除の適

用が受けられる制度です。 

 

 

2017/12/27掲載 

キャリアアップ助成金（人材育成コース）（厚生労働省） 

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（有期

契約労働者等）の企業内でのキャリアアップ等を促進するため、これらの取組を実施した

事業主に対して助成をするものです。人材育成コースでは、有期契約労働者等に対する職

業訓練を助成します。 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000049868.html
https://www.jetro.go.jp/news/announcement/2017/09b6db9b57be2511.html
https://www.jetro.go.jp/news/announcement/2017/6df4f1ed0b944644.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/roudouseisaku/koyousokushinzei.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html
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2017/12/27掲載 

キャリアアップ助成金（健康診断制度コース）（厚生労働省） 

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（有期

契約労働者等）の企業内でのキャリアアップ等を促進するため、これらの取組を実施した

事業主に対して助成をするものです。健康診断制度コースでは、有期契約労働者等に対し、

労働安全衛生法上義務づけられている健康診断以外の一定の健康診断制度を導入し、適用

した場合に助成します。 

 

2017/12/27掲載 

キャリアアップ助成金（正社員化コース）（厚生労働省） 

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（有期

契約労働者等）の企業内でのキャリアアップ等を促進するため、これらの取組を実施した

事業主に対して助成をするものです。正社員化コースでは、有期契約労働者等の正規雇用

労働者・多様な正社員等への転換等を助成します。 

 

2017/12/27掲載 

キャリアアップ助成金（短時間労働者労働時間延長コース）（厚生労働省） 

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（有期

契約労働者等）の企業内でのキャリアアップ等を促進するため、これらの取組を実施した

事業主に対して助成をするものです。短時間労働者労働時間延長コースでは、短時間労働

者の週所定労働時間を 5時間以上延長し、当該労働者が新たに社会保険適用となった場合

に助成します。 

 

2017/12/27掲載 

キャリアアップ助成金（諸手当制度共通化コース）（厚生労働省） 

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（有期

契約労働者等）の企業内でのキャリアアップ等を促進するため、これらの取組を実施した

事業主に対して助成をするものです。諸手当制度共通化コースでは、有期契約労働者等に

関して、正規雇用労働者と共通の諸手当に関する制度を設け、適用した場合に助成します。 

2017/12/27掲載 

キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）（厚生労働省） 

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（有期

契約労働者等）の企業内でのキャリアアップ等を促進するため、これらの取組を実施した

事業主に対して助成をするものです。賃金規定等改定コースでは、有期契約労働者等の賃

金規定等を改定した場合に助成します。 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html


 １７ 

2017/12/27掲載 

キャリアアップ助成金（選択的適用拡大導入時処遇改善コース）（厚生労働省） 

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（有期

契約労働者等）の企業内でのキャリアアップ等を促進するため、これらの取組を実施した

事業主に対して助成をするものです。選択的適用拡大導入時処遇改善コースでは、労使合

意に基づき社会保険の適用拡大の措置を講じ、新たに被保険者とした有期契約労働者等の

基本給を増額した場合に助成します。 

 

2017/12/27掲載 

人材開発支援助成金（キャリア形成支援制度導入コース）（厚生労働省） 

雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職務に関連した専門的な知識及

び技能の普及に対して助成する制度です。事業主が継続して人材育成に取り組むために該

当する制度を導入し、実施した場合に定額助成します。キャリア形成支援制度導入コース

では、定期的なセルフ・キャリアドック制度を導入し、実施した場合、または教育訓練休

暇制度又は教育訓練短時間勤務制度を導入し、実施した場合に助成します。 

 

2017/12/27掲載 

人材開発支援助成金（一般訓練コース）（厚生労働省） 

雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職務に関連した専門的な知識及

び技能の普及に対して助成する制度です。雇用保険の被保険者に職務に関連した専門的な

知識及び技能の習得を目的とした訓練を実施した場合、その経費や賃金に対して助成しま

す。一般訓練コースでは、特定訓練コース以外の訓練について助成します。 

 

2017/12/27掲載 

人材開発支援助成金（特定訓練コース）（厚生労働省） 

雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職務に関連した専門的な知識及

び技能の普及に対して助成する制度です。雇用保険の被保険者に職務に関連した専門的な

知識及び技能の習得を目的とした訓練を実施した場合、その経費や賃金に対して助成しま

す。特定訓練コースでは、労働生産性の向上等、訓練効果が高い内容について助成します。 

2017/12/27掲載 

人材開発支援助成金（職業能力検定制度導入コース）（厚生労働省） 

雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職務に関連した専門的な知識及

び技能の普及に対して助成する制度です。事業主が継続して人材育成に取り組むために該

当する制度を導入し、実施した場合に定額助成します。職業能力検定制度導入コースでは、

技能検定に合格した従業員に報奨金を支給する制度を導入し、実施した場合、社内検定制

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html


 １８ 

度を導入し、実施した場合、または業界検定制度を作成し、構成事業主の労働者に当該検

定を受検させた場合（事業主団体等のみ対象）に助成します。 

 

2017/12/20掲載 

６５歳超雇用推進助成金（６５歳超継続雇用促進コース）（厚生労働省） 

A. ６５歳以上への定年引上げ、B. 定年の定めの廃止、C. 希望者全員を対象とする６６歳

以上の継続雇用制度の導入のいずれかを導入した事業主に対して助成を行います。 

 

2017/12/20掲載 

６５歳超雇用推進助成金（高年齢者無期雇用転換コース）（厚生労働省） 

５０歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用に転換させた事業主に対して

助成を行います。 

 

2017/12/20掲載 

６５歳超雇用推進助成金（高年齢者雇用環境整備支援コース）（厚生労働省） 

高年齢者向けの機械設備の導入や雇用管理制度の整備等について、措置を実施した事業主

に対して費用の助成を行います。 

 

2017/12/20掲載 

両立支援等助成金（介護離職防止支援コース）（厚生労働省） 

仕事と介護の両立に関する職場環境整備の取組を行い「介護支援プラン」を作成し、介護

休業の取得・職場復帰または働きながら介護を行うための勤務制限制度の利用を円滑にす

るための取組を行った事業主に支給します。 

 

2017/12/20掲載 

両立支援等助成金（再雇用者評価処遇コース）（厚生労働省） 

妊娠、出産、育児または介護を理由として退職した者が、就業が可能になったときに復職

でき、適切に評価され、配置・処遇される再雇用制度を導入し、希望する者を採用した事

業主に支給します。 

 

2017/12/20掲載 

両立支援等助成金（出生時両立支援コース）（厚生労働省） 

男性が育児休業を取得しやすい職場風土作りの取組を行い、男性に一定期間の連続した育

児休業を取得させた事業主に支給します。 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139692.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139692.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139692.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
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2017/12/20掲載 

両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）（厚生労働省） 

女性活躍推進法に基づき、自社の女性の活躍に関する「数値目標」、数値目標の達成に向け

た「取組目標」を盛り込んだ「行動計画」を策定して、目標を達成した事業主に支給しま

す。 

 

2017/12/20掲載 

両立支援等助成金（育児休業等支援コース）（代替要員確保時）（厚生労働省） 

育児休業取得者の代替要員を確保し、休業取得者を原職等に復帰させた中小企業事業主に

支給します。 

 

2017/12/20掲載 

両立支援等助成金（育児休業等支援コース）（育休取得時・職場復帰時） 

（厚生労働省） 

「育休復帰支援プラン」を作成し、プランに沿って労働者に育児休業を取得、職場復帰さ

せた中小企業事業主に支給します。 

 

2017/12/20掲載 

人事評価改善等助成金（厚生労働省） 

生産性向上に資する人事評価制度と賃金制度を整備することを通じて、生産性の向上、賃

金アップ及び離職率の低下を図る事業主に対して助成するものであり、人材不足を解消す

ることを目的としています。 

 

2017/12/19掲載 

職場定着支援助成金（中小企業団体助成コース）（厚生労働省） 

事業主団体が、その構成員である中小企業者に対して労働環境の向上を図るための事業を

行う場合に助成するものであり、雇用管理の改善を推進し、雇用創出を図ることを目的と

しています。 

 

2017/12/19掲載 

職場定着支援助成金（雇用管理制度助成コース）制度導入助成（厚生労働省） 

事業主が、新たに雇用管理制度（評価・処遇制度、研修制度、健康づくり制度、メンター

制度、短時間正社員制度（保育事業主のみ））の導入・実施を行った場合に制度導入助成（１

制度につき１０万円）を支給します。 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000158133.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/teityaku_dantai.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/teityaku_kobetsu.html


 ２０ 

2017/12/19掲載 

職場定着支援助成金（雇用管理制度助成コース）目標達成助成（厚生労働省） 

事業主が、雇用管理制度（評価・処遇制度、研修制度、健康づくり制度、メンター制度、

短時間正社員制度（保育事業主のみ））の適切な運用を経て従業員の離職率の低下が図られ

た場合に目標達成助成（５７万円（生産性要件を満たした場合は７２万円））を支給します。 

 

2017/12/14掲載 

トライアル雇用助成金（一般トライアルコース）（厚生労働省） 

職業経験、技能、知識等から安定的な就職が困難な求職者について、ハローワークや職業

紹介事業者等の紹介により、一定期間試行雇用した場合に助成します。 

 

2017/12/14掲載 

労働移動支援助成金（中途採用拡大コース）（厚生労働省） 

中途採用者の雇用管理制度を整備し、中途採用の拡大（中途採用率を向上させること、又

は、４５歳以上の方を初めて中途採用すること）を図り、生産性を向上させた場合に助成

します。 

 

2017/12/14掲載 

労働移動支援助成金（人材育成支援コース）（厚生労働省） 

「再就職援助計画」などの対象となった労働者を雇い入れ、当該労働者に対して訓練を実

施（Off-JT のみ、または Off-JT と OJT）を行った事業主に対して助成します。 

 

2017/12/14掲載 

労働移動支援助成金（再就職支援コース）（厚生労働省） 

事業規模の縮小等により離職を余儀なくされる労働者等に対する再就職支援を職業紹介

事業者に委託したり、求職活動のための休暇の付与や再就職のための訓練を教育訓練施設

等に委託して実施した事業主に、助成金が支給されます。 

 

2017/12/14掲載 

労働移動支援助成金（早期雇入れ支援コース）（厚生労働省） 

再就職援助計画などの対象者を離職後３か月以内に期間の定めのない労働者として雇い

入れ、継続して雇用することが確実である事業主に対して助成します。 

 

2017/12/14掲載 

労働移動支援助成金（移籍人材育成支援コース）（厚生労働省） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/teityaku_kobetsu.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/trial_koyou.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000160737.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000037800.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/roudou_idou.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000082805.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000123074.html


 ２１ 

「（１）移籍による労働者の受け入れ」、「（２）在籍出向から移籍への切り換えで労働者を

受け入れ」のいずれかにより受け入れた労働者に対して、訓練を実施（Off-JT のみ、また

はＯｆｆ-ＪＴと OJT）を行った事業主に対して助成します。 

 

2017/12/14掲載 

地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）（厚生労働省） 

雇用機会が特に不足している地域の事業主が、事業所の設置・整備を行い、併せてその地

域に居住する求職者等を雇い入れる場合、設置整備費用及び対象労働者の増加数に応じて

助成されます。 

 

2017/12/14掲載 

特定求職者雇用開発助成金（三年以内既卒者等採用定着コース）（厚生労働省） 

学校等の既卒者や中退者の応募機会の拡大および採用・定着を図るため、既卒者等が応募可能

な新卒求人の申込みまたは募集を行い、既卒者等を新規学卒枠で初めて採用後、一定期間定着

させた事業主に対して助成金を支給します。 

 

2017/12/14掲載 

特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者等雇用開発コース）（厚生労働省） 

自治体からハローワークに対し支援要請のあった生活保護受給者や生活困窮者をハロー

ワーク等の紹介により、継続して雇用する労働者（雇用保険の一般被保険者）として雇い

入れる事業主に対して助成されます。 

 

2017/12/14掲載 

特定求職者雇用開発助成金（生涯現役コース）（厚生労働省） 

雇入れ日の満年齢が６５歳以上の離職者をハローワーク等の紹介により、一年以上継続し

て雇用することが確実な労働者（雇用保険の高年齢被保険者）として雇い入れる事業主に

対して助成されます。 

 

2017/12/14掲載 

特定求職者雇用開発助成金（長期不安定雇用者雇用開発コース）（厚生労働省） 

いわゆる就職氷河期に就職の機会を逃したこと等により長期にわたり不安定雇用を繰り

返す方をハローワーク等の紹介により、正規雇用労働者として雇い入れる事業主に対して

助成されます。 

 

2017/12/14掲載 

生涯現役起業支援助成金（厚生労働省） 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/chiiki_koyou.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000158397.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139221.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/tokutei_kounenrei.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000158169.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115906.html


 ２２ 

中高年齢者（４０歳以上）の方が、起業によって自らの就業機会の創出を図るとともに、

事業運営のために必要となる従業員（中高年齢者等）の雇入れを行う際に要した、雇用創

出措置（募集・採用や教育訓練の実施）にかかる費用の一部を助成します。 

 

2017/12/14掲載 

雇用調整助成金（厚生労働省） 

景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくさ

れた事業主が、一時的な雇用調整（休業、教育訓練または出向）を実施することによって、

従業員の雇用を維持した場合に助成されます。 

2017/11/06掲載 

中小企業技術革新制度（SBIR 制度）（中小企業庁） 

中小企業技術革新制度とは、中小企業の方々による研究開発とその成果の事業化を一貫し

て支援する制度です。この制度では、研究開発のための補助金・委託費等を特定補助金等

として指定し、指定された特定補助金等を受けて研究開発を行った中小企業の方々が、そ

の成果を事業化する際に、様々な支援策を活用できる機会を設けています。 

 

2017/10/03掲載 

「ＥＣ・ＩＴ活用支援パートナー募集（中小企業基盤整備機構） 

ＥＣ・ＩＴ活用支援パートナー制度とは、中小企業・小規模事業者のＥＣ、ＩＴ活用による販路開

拓や生産性の向上を目的に、国内ＥＣ、越境ＥＣ、ＩＴを活用した生産性向上等における支援の

実施にあたりパートナー企業と連携した取り組みを行うための制度です。ＥＣ・ＩＴ活用支援

パートナーとして登録を希望する支援事業者を募集します。 

 

2017/04/26掲載 

米国初輸出スプリント事業（デザイン・日用品分野）（ジェトロ） 

初めての輸出に踏み切る中小企業でも安心して米国への輸出に取り組めるよう、米国と日

本のビジネスの橋渡しをする経験豊富な専門家の協力のもと米国市場開拓をサポートし

ます。対象見本市での商談成約を目指し、製品の市場調査から商品戦略、販売戦略に関す

るアドバイス、提案を一貫して行う一貫支援（募集企業数６社程度、申込締切：一次５月

１９日（金）、二次１０月※予定）、製品のウェブページを作成し、バイヤーへのプロモー

ションを行うウェブページ制作およびバイヤーへのプロモーション（募集企業数１０社程

度、申込締切１２月１５日（金）※予定）、製品の市場調査を行い、レポートを作成する市

場調査レポートの作成（募集企業数５社程度、申込締切２０１８年２月１６日（金）※予

定）があります。 

・募集期間： － 2018/02/16 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2017/170727gijutkakushin.htm
http://www.env.go.jp/press/104566.html
http://www.env.go.jp/press/104566.html
https://www.jetro.go.jp/services/sprint.html


 ２３ 

2017/04/19掲載 

「Rin crossing」参加メーカー募集（中小企業基盤整備機構） 

Rin crossing は、地域資源を活かした商品の販路開拓を支援する中小機構のプロジェクトで

す。非食品の地域資源商品等を有する中小企業者を対象に、参加メーカーを募集します。 

・募集期間：2017/04/17 － 2018/03/15 

 

 

動 向  

 

１月 ５日 大日本蚕糸会 新年賀詞交歓会 

１月 ５日 東京織物卸商業組合 新年賀詞交歓会 

１月１１日 経済産業省 第７回商工中金のあり方検討会 

１月１１日 日本繊維機械協会 平成３０年新年賀詞交歓会 

１月１１日 日本アパレル・ファッション産業協会 新年賀詞交歓会 

１月１１日 商工中金 東京支店中金会 平成３０年 新年合同賀詞交歓会 

１月１２日 当会 新年総会 

１月１６日 日本繊維産業連盟 平成２９年度総会、大臣懇談会並びに新年賀詞交歓会 

１月２５日 繊維ファッションＳＣＭ推進協議会 平成２９年度第１回理事会 

 

 

会議予定 

 

☆ 日本繊維産業連盟 第１１７回通商問題委員会 

１月２９日（月）１４時 ～ １６時 於：繊維会館 

 

 

イベント 
 
☆ 第８５回東京インターナショナル・ギフト・ショー 春２０１８ 

１月３１日（水）～ ２月 ３日（土）１０時 ～ １８時 

（最終日 １７時まで） 

会 場：東京ビッグサイト 東１・２・３・６ホール 

 

☆ 「Ｔｈｅ Ｊａｐａｎ Ｏｂｓｅｒｖａｔｏｒｙ」ａｔ Ｍｉｌａｎｏ Ｕｎｉｃａ ２０１９ Spring/Summer 

２月 ６日（火）～ ８日（木）９時 ～ １８時３０分 

会 場：イタリア ミラノ ロー フィエラ ミラノ 

 

 

https://rincrossing.smrj.go.jp/members_support/index.php


 ２４ 

☆ ２０１８長浜きもの早春のつどい 

２月１１日（日・祝）１５時 ～ ２１時 

会 場：長浜ロイヤルホテル・慶雲館 

 
☆ 西陣呼称５５０年記念「西陣織展」 

２月１６日（金）～ １８日（日）１０時 ～ １７時（最終日 １６時まで） 

会 場：西陣織会館 

 

☆ 二〇一八桐生織物求評会 

２月２１日（水）１０時 ～ １７時 

２２日（木） ９時 ～ １６時 

会 場：綿商会館 ３Ｆ・４Ｆ 

 

☆ 「第１５回 ジャパン・ヤーン・フェア」＆総合展「ＴＨＥ尾州」 

２月２１日（水）～ ２３日（金）１０時 ～ １７時 

会 場：一宮総合体育館 ＤＩＡＤＯＲＡアリーナ 

 

☆ 第２１回みちのくよねざわの織の彩展 

２月２３日（金）１２時    ～ １８時 

２４日（土） ９時３０分 ～ １８時 

２５日（日） ９時３０分 ～ １７時 

会 場：国際ファッションセンタービル ３Ｆ 
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